
業務及び財産の状況に関する説明書

【令和 6年 3月期 】

この説明書は、金融商品取引法第46条の4の規定に基づき、事務所に備え置いて公衆の縦覧に供するため、又は

インターネット等で公表するために作成したものです。

・本書類は、金融商品取引法において「業務及び財産の状況に関する説明書類」(金融商品取引法第46条の4に基

づき作成する説明書類)への記載が義務付けられている事項 (法定記載事項)のうち、「株式の保有数の上位 10位

までの株主の氏名等」の記載の一部を省略したものである。

・法定記載事項が全て記載された「業務及び財産の状況に関する説明書類」は当社の事務所において閲覧すること

が可能である。

二 浪 証 券 株 式 会 社



I。 当社の概況及び組織に関する事項

1.商

2.登 録 年 月 日

(登 録 番 号 )

3.沿 革及び経営の組織

(1)会社の沿革

(2)経営の組織

号 二 浪 証 券 株 式 会 社

平 成 19年 9月 30日

(四国財務局長 (金証)第6号 )

経

理
担
当
者

経
理
課
長

内
部
管
理
統
括
責
任
者

[経理部 ]

[営業部]

・文書の発受保管に関する事項

・給与、賞与等に関する事項

・有価証券に出納保管及び受渡しに関する事項

・決算及び税務に関する事項

・法定帳簿等の作成、保管に関する事項

・職員の福利厚生、保健衛生に関する事項

・職員の服務に関する事項

。その他、他の部門に属さない事項

・営業全般に関する事項

・業務及び会計の検査に関する事項

・業務上の事故防止に関する事項

・取引残高報告書に関する事項

・顧客との紛争処理に関する事項

・人事、研修に関する事項

。その他社長の特命に関する事項

監
査
役

営
業
責
任
者

取
締
役
会

株
主
総
会

代
表
取
締
役
社
長

・経営全般に関する事項

・コンプライアンスに関する事項

内
部
管
理
責
任
者

検
査
部
長

年  月  日 沿 革

昭和 19年 9月  1 日 設  立

昭和 23年 7月  6日 証券取引法制定により登録会社となる。

昭和 43年 4月  1 日 証券取引法改正により免許会社となる。

平成 9年 10月  1日 増資により資本金1億円となる。

平成 10年 12月  1日 証券取引法改正により登録会社となる。

平成 19年 9月 30日 金融商品取引法施行により登録会社となる。

令和 6年  3月 19日 本店所在地変更する。(松山市大街道2丁 目5番 12アエル松山2F)

営
業
担
当
者

営
業
次
長

営
業
課
長

取
締
役
経
理
部
長

代
表
取
締
役
会
長

営
業
部
長

[検査部]



4.株式の保有数の上位10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の議決

権に占める当該株式に係る議決権の数の割合

氏 名 又 は 名 称

1 廣 川 真 由 美

保有株式数 (株 ) 保有割合 (%)

124,000 14.51

2 二 浪 正 裕 103,100

82,500

12.07

3 二 浪 貴 子

4 三 上 由 賀 利

5 二 浪 左 知 子

9.66

69,500 8.13

66,500 7.78

6 二 浪 美 紀 子 63,500

56,500

54,600

7.43

7 二 浪 真 也 子 6.61

8 (会  長 ) 二 浪 賢 二 6.39

9 個 人 49,500 5,79

10 個 人 44,500 5。 21

その他 (6名 ) 139,800 16.42

計 16名 854 000 100.00

*一部の個人株主については、日本証券業協会の「業務及び財産の状況に関する説明書類の公表に関する規

則」に基づき、個人株主の氏名に代えて「個人」と記載しています。

5。 役員の氏名又は名称

役 職 名 氏名又は名称 代表権の有無

有

常勤・非常勤の別

△
石 長 | 二 浪 賢 二 常 勤

社 長 廣 川 純 有 常 勤

(取 )経理部長 今 井 勝 志 征 常 勤

監  査  役 森 孝 三 空離 非  常  勤

6.政令で定める使用人の氏名

氏 名

山 本 司

役   職   名
営 業 部   部   長

佐 伯 稔 検  査 部   部   長

7.業務の種別

第一種金融商品取引業 (法第28条第1項 )

・ 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引

。有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又は代理

・ 次に掲げる取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理

①取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デジバティブ取引

②外国金融商品市場における有価証券の売買又は外国市場デジバティブ取引

。有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い
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・ 金融商品取引業に付随する業務(法35条第1項 )

① 有価証券の貸借業務

② 保護預り有価証券担保貸付業務

③ 信用取引に付随する金銭の貸付業務

④ 受益証券に係る収益金、償還金又は解約金の支払いに係る代理業務

⑤ 有価証券に関する顧客の代理業務

⑥ 累積投資契約の締結業務

⑦ 他の金融商品取引業者等の業務の代理

8。 本店その他の営業所又は事務所の名称及び所在地

9.他に行つている事業の種類
・ 不動産賃貸業務

10.苦情処理及び紛争解決の体制

指定紛争解決機関  特定非営利活動法人 証券。金融商品あつせん相談センター

検査部を主管部署とし、関連部署と連携し「苦情・紛争及び事故処理規程」に基づき手続を行いま

す。

11.加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称

日 本 証 券 業 協 会

12。 会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号

該当ありません

13.加入する投資者保護基金の名称

日 本 投 資 者 保 護 基 金

3

名   称 所 在 地

本 店 〒79隣0004 愛媛県松山市大街道2丁 目5番12 アエル松山2F

その他 営業所 な   し



Ⅱ.業 務の状況に関する事項
1。 当 期 の 業 務 概 要

2023年度においては、新型コロナウイルス感染症の感染症法上の区分変更による経済活動の正常

化により、企業業績は堅調に推移しました。これを受けた海外投資家による日本株買い等により、日経平

均株価は史上最高値38,915円を34年ぶりに上回りました。一方で、ロシアによるウクライナヘの侵攻や中

東情勢の悪化を契機とした世界情勢の不安定さなど、今後のマーケットの悪影響を及ばす恐れのある課

題に直面しています。

このような環境下、当社では、市場環境に順応した割安銘柄の発掘、米国株式の取扱い強化、SNSで

の情報発信などを通じて、顧客満足度を高めることに努めてまいりました。

以上の結果、当期の営業収益は220百万円 (尉前期比33.1%増 )となりました。営業収益の内訳は受入

手数料が238百万円(同63.3%増 )内委託手数料は233百万円(同65.6%増 )、 トレーディング損益△27百

万円、金融収益9百万円となつております。一方、販売費。一般管理費は215百万円(同 25,9%増 )と前年

同期に比べ44百万円ほど増加し、当期純損益は△2百万円となりました。

2.業 務 の 状 況 を示 す 指 標

(1)経営成績等の推移 (単位 :千株、百万円)

令和 6年 3月 期 令和 5年 3月 期 令和 4年 3月 期

資 本 金 100 100 100

発 行 済 株 式 総 数 854 854 854

営 業 収 益 220 165 188

受 入 手 数 料 238 145 169

委 託 手 数 料 233 141 164

し 0 0 0
の

募集・売出し・特定投資家向け 0
キ付 t十勧誘等の取キ及V

その他 受入 手数 料 4

0 | 0

4 5

トレー デ ィング損 益 △ 27 9 8

株   券   等 3 6 5

債   券   等 1 0 2

そ の 他 △ 32 2 0

純 営 業 収 益 214
|

|
160 185

経 常 損 益 △ 2 | △ 11 3

当 期 純 損 益 △ 2 △ 10
|
| 3
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(2)有価証券引受・売買等の状況

① 株券売買高の状況

(単位 :百万円)

令和 6年 3月 期 令和 5年 3月 期 令和 4年 3月 期

自 己 26 55 55

委 託 27,430 16,606 18,923

計 27,457 16,661 18,978

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出
し及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況

(単位 :百万円)

区  分 引 受 高 売 出 高
特定投資家向
け売付け勧誘
等 の 総 額

募 集 の

取 扱 高
売出しの

取 扱 高
私 募 の

取 扱 高

特定投資家向
け売付け勧誘
等 の取 扱 高

令
和

６
年

３
月
期

株    券 0 0 0
|

|
0 2 0 0

国 債 証 券 0 0 0 0
|

|
0 0 0

地方債証券 0 0 0 0 0 0 0

特 殊 債 券 0 0

0

0 0 0 0 0

社 債 券 0 0 0 0 0 0

受 益 証 券 0 0 0 20 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0 0

合    計 0 0 0 20 2 0 0

令
和

５
年

３
月
期

株    券 0 0 0 0 4 0

0 0

0

国 債 証 券 0

0

0 0 0 0

地方債証券 0 0 0 0 0 0

特 殊 債 券 0

0

0 0 0 0 0 0

社 債 券 0 0 0

0 0 49

0 0 0

受 益 証 券 0 0 | 0 0

そ の 他 0 0 0 0 | 0 0 0

合   計 十 0 0 0 49 4 0 0

令
和

４
年

３
月
期

株   券
|

0 0 0 0 4 0 | 0

国 債 証 券 |

0 0 0 0 0 0
|

0

地方債証券 0 0 0 0 0 0 0

0特 殊 債 券 0 0 0 0
|

0 0

社 債 券
|

0 0 0

0

0 0 0 0

受 益 証 券 0 | 0 88 0 0 0

そ の 他 0 0 0 0 0 0

0

0

合    計 0 0 0 88 4 0
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(3)その他の業務の状況

不動産賃貸業務

(単位 :千円)

項 目 令和 6年 3月 期 令和 5年 3月 期 令和 4年 3月 期

駐 車 場 賃 貸 料 900 900 900

(4)自 己資本規制比率の状況

(単位 :百万円)

(5)使用人の総数及び外務員の総数

令和 6年 3月 期 令和 5年 3月 期 令和 4年 3月 期

自 己 資 本 規 制 比 率 (A/B× 100) 891.90/0 1170,90/0 1212.10/0

固定化されていない自己資本   (A) 1,064 1,092 1,098

リ ス ク 相 当 額 (B) 119 93 90

2 2 6

65 48 37

50 42 46

0 0 0

令和 6年 3月 期 令和 5年 3月 期 1 令和 4年 3月 期

使  用  人 12 人 11  人 8人

(うち外務員 ) 12  人 11  人 7  人
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Ⅲ.財 産の状況に関する事項
1.経 理 の 状 況

(1)貸借対照表 (単位 :千円)

科   目 令和6年 3月 期 令和5年3月 期 科   目 令和6年 3月 期 令和5年3月 期

(資 産 の部) (負 債 の部 )

流 動 資 産

993,852

流 動 負 債

現 金 預 金

預 託 金

737,294 約 定 見 返 勘 定 0 0

339,392 297,392 信 用 取 引 負 債 524,351 280,859

トレーディング商品

約 定 見 返 勘 定

31,148 21,967 預   り  金 273,361 139,752

0 303 受 入 保 証 金 90,516 96,494

信 用 取 引 資 産 598,841 504,132

0

短 期 借 入 金 0 0

0立   替   金 0 前   受   金 0

募 集 等 払 込 金 0 0 未   払   金 9,095 91

短 期 差 入 保 証 金 140,000 187,394 未 払 費 用 1,917 1,226

短 期 貸 付 金 264 0 未 払 法 人 税 等 209 209

前   払   金 86 366 繰 延 税 金 負 債 0 0

未 収 入 金 591 453 賞 与 引 当 金 6,513 6,760

未 収 収 益 7,071 5,946 役員賞与 引 当金 5,177

911,142

5,590

530,984繰 廷 税 金 資 産 0 0 流 動 負 債 計

そ の 他 流 動 資 産 719 1 1 27

貸 倒 引 当 金 △ 1,775 △ 1,440 固 定 負 債

退 職 給 付 引 当 金流 動 資 産 計 2,110,198 1,754,934 21, 569 26,175

固 定 資 産

役員退職慰労引当金 114,191

その他の固定負債 0

固 定 負 債 計 135,760

105,020

0

有 形 固 定 資 産 164,552 145,965

1,310

131,195

無 形 固 定 資 産 1,310

投資その他の資産 156,049 148,418 引  当  金

固 定 資 産 計 321,912 295,695 金融商品取引責任準備金 2,197 2,392

そ の 他 の 引 当 金 0 0

2,197 2,392

1,049,099 664,571

繰 延 資 産

倉ll ユ 費 0

引 当 金 計
0 負 債 合 計

繰 延 資 産 計 0 0

(純資産 の部)

|
資   本   金 100,000

|

100,000

資 本 剰 余 金 2 900 2,900

利 益 剰 余 金 1 280 1 06 1,283,160

うち 当 期 純 利 益 △ 2,199

0

△ 10,045

自 己  株  式 0

評価・換算差額等 0

純 資 産 計 1,383,006

負債・資本合 計 2,432,106

0

1,386,060

2,050,6322,050,632
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(2)損益計算書 (単位 :千円)

科 目
令和 05年 4月 から
令和 06年 3月 まで

令不日04寄二4月 から

令和 05年 3月 まで

営

受

業    収    益
入 手 数 料

委 託 手 数 料

募 集・売 出 しの 取 扱 手 数 料

そ の 他 の 受 入 手 数 料

レ ー デ ィ ン グ 損 益

株 券 等 トレー デ ィン グ 損 益

債 券 等 トレー デ ィン グ 損 益

そ の他 の トレー デ ィング損 益

238,153

233,681

91

4,430

△ 27,207

3,176

1,980

△ 32,363

9,382

220,328

145,804

141,023

199

4,581

9,649

6,525

370

2,753

9,999

165,453

ト

金    融    収
営 業 収 益

益

計

用

費

費

費

費

費

費

課

れ

他

用

計

営 業    費
費 。 一 般 管 理

引  関  係
販 売
取

人

不

事

減

租

貸

そ

金

営

動 産

件

務

償

関 係

215,594

24,879

141,574

27,050

12,006

3,778

1,469

335

4,500

5,401

220,995

171,233

19,637

109,985

20,298

10,035

3,461

1,586

0

6,232

4,468

175,701

価 去「

税    公

倒 引 当 金 繰 入

の

融

業

費
|

|

|

費 用

営 業 利 益 (又 は 営 業 損 失 ) △ 667 △ 10,248

営

営

業

業

外

外

収

費

益

用

1,767

3,285

3,964

5,190

経 常 利 益 (又 は 経 常 損 失 ) △ 2,185 △ 11,474

特

特

丹町

月ll

禾ll

損

益

失

195

0

1,639

0

税引前当期純利益 (又は税引前純損失 ) △ 1,990 △ 9,835

法 人 税 等 調 整 額 0 0

法 人 税 等 209 209

当 期 純 利 益 (又 は 当 期 純 損 失 ) △ 2,199 △ 10,045
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(3)株主資本等移動計算書 (単位 :千円)

(単位 :千円)

株  主 資  本

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資 本 金 そ

資本準備金 その他資 利益準備金
別途積立金

令 和 5年 4月 1日 残 高 100,000 2,900 0 100,000 1,175,000

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新  株  の  発  行

剰 余 金 の 配 当

役 員 賞 与 の 支 給

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

別 途 積 立 金 の 積 立

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の

事業年度中の変動額 (純 額 )

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

事業年度中の変動額合計 0 0 0 0 0

令 和 6年 3月 31日 残 高 100,000 2,900 0 100,000 1,175,000

株 主 資 本 評価・換算差額等

利益栞1余金

その他利益乗1余金

繰越利益剰余金

令 和 5年 4月 1日 残 高 8,160 1,386,060 0
|

1,386,060

事 業 年 度 中 の 変 動 額

新  株  の 発  行

剰 余 金 の 配 当

役 員 賞 与 の 支 給

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

自 己 株 式 の 処 分

0

△ 854

0

△ 2,199

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

△ 854

0

△ 2,199

0

0

0

0

別 途 積 立 金 の 積 立

株 主 資本 以外 の項 目の
事業年度中の変動額 (純額 )

0

0

0

0

0

0

0

0

0

△ 854

0

△ 2,199

0

0

0

0

事業年度中の変動額合計 △ 3,053 0 △ 3,053 0 △ 3,053

令 和 6年 3月 31日 残 高 5,106 0 1,383,006 0 1,388,006
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(4)受入手数料の内訳 (単位 :千円)

令和6年3月 期 令和5年 3月 期

委 託 手 数 料 238,631 141,023

232,254 139,486

0 0

0 0

0 0

0 0

1,377 1,537

0 0

引受け 。売出し・特定投資家向け勧誘等の手数料 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

募集・売出し・特定投資家向け勧誘等の取扱手数料 91 199

91 199

0 0

0 0

0 0

その他の受入手数料

(そ  の 他 )

4,480 4,581

1,040

0

957

0

3,388 3,598

2 24

受 入 手 数 料 計 238,153

(株 券 ) 233,385

|(債 券 ) 0

(受 益 証 券 ) 4,765

(そ  の 他 ) 2

145,804

140,643

0

5,186

24
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(5)トレーディング損益の内訳

*外国株式。債券の為替ヘッジを目的とした為替取引の損益は雑益。雑損勘定で計上しております。

(単位 :千円)

(単位 :千円)(6)金融収益及び金融費用の内訳

令和6年3月 期 令和5年 3月 期

株券等トレーディング損益 3,176 6,525

3,176 6,525

0 0

債券等トレーディング損益 1,980 370

1,980 370

00

その他のトレーディング損益 △ 32,363 2,758

トレーディング損益計 △ 27,207 9,649

金 融 収 益 令和6年3月 期 令和5年 3月 期

信用取引収益 8 109 8,299

現先取引収益 0 0

有価証券貸借取引収益 0 0

受取配当金 23 44

受取債券利子 538 1,647

収益分配金 706 3

4受取利息 4

その他の金融収益 0 0

△
口 計 9,382 9,999

金  融  費  用 令和6年3月 期 令和5年3月 期

信用取引費用 5,401 4,468

現先取引費用 0 0

有価証券貸借取引費用 0 0

支払債券禾H子 0 0

支払利息 0 0

その他の金融費用 0 0

△
口 計 5,401 4,468
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(7)販売費・一般管理費の内訳 (単位 :千円)

区 分 令和6年 3月 期 令和5年 3月 期

取 引 関 係 費 24,879

(支 払 手 数 料 ) 13,387

(取 引 所 ・ 協 会 費 ) 535

(通 信 。 運 送 費 ) 7,595

(広 告 宣 伝 費 ) 412

(旅 費 ・ 交 通 費 ) 621

(交 際 費 ) 2,377

19,687

8 ９

留

４９
色

1,033

7,747

158

666

1 790

人  件  費 141,574

(役 員 報 酬 ) 38,300

(従 業 員 給 料 ) 59,378

(歩 合 外 務 員 報 酬 ) 0

(そ の他 の報 酬・給 料 ) 188

(退   職   金 ) 0

(福 利 厚 生 費 ) 12,603

(賞 与 引 当 金 繰 入 れ ) 15,890

(役員賞与引当金繰入れ ) 5,177

(退 職 給 付 費 用 ) 865

(役 員退職慰 労 引 当金繰 入れ  ) 9,171

109,985

35,300

44,866

0

479

0

9,919

9,513

5 590

825

3,471

不 動 産 関係 費 27,050 20,298

5,897 2,332

21,153 17,960

事  務  費
(事 務 委 託 費 )

(事 務 用
ロ
口日 費 )

12,006 10,035

9,457 9,029

2,548 1,006

減 価 償 却 費 3,778 3,461

租 税 公 課 1,469 1,586

貸倒引当金繰入れ 335 0

その他
|

4,500
|

6,232

△
口 計 215,594 171,233
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2.借入金の主要な借入先及び借入金額
(単位 :百万円)

3.保有する有価証券 (トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。)の取得価額、

時価及び評価損益

(単位 :千円)

令和 6年 3月 期 令和 5年 3月 期

取得価額 時  価 評 価 損 益 取得価額 時  価 評 価 損 益

1.流動資産
0(1)株   式 0 0 0 0 0

(2)債   券 0 0 0 0 0 0

(3)そ  の 他 0 0 0 0 0 0

0

0

2.固定資産

0(1)株 式

(2 ) 債 券

0 0 0 0

0 00 0 0

(3)そ  の 他 0 0 0 0 0 0

合   計 0 0 0 0 0 0

(注 )トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。

4.デリバティブ取引 (トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。)の契約価額、時

価及び評価損益

(1)先物取引。オプシヨン取引の状況

① 株 式                                 (単 位 :百万円)

令和 6年 3月 期 令和 5年 3月 期

契約価額 時  価 評 価 損 益 契約価額 時  価 評 価 損 益
0株価指数先物取引 0 0 0 | 0 0

株価指数オプション取引 0 0 0 0 0 0

(注 )トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。

② 債 券 (単位 :百万円)

(注 )トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。

令和6年3月 31日 現在 令和5年3月 31日 現在

借入先の氏名又は名称 借入金額 借入先の氏名又は名称 借入金額

△
口 計 0 △

口 計 0

令和 6年 8月 期

契約価額 時  価 評 価 損 益

令和 5年 3月 期

契約価額 時  価 評 価 損 益

債 券 先 物 取 引

債券オプシヨン取引

0 0 0 0 0 0

0 0 0 00 0
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(2)有価証券店頭デリバティブ取引の状況

5.財務諸表に関する会計監査法人等による監査の有無
征

(単位 :百万円)

令和 6年 3月 期 令和 5年 3月 期

契約価額 時  価 評 価 損 益 契約価額 時  価 評 価 損 益

有価証券先渡取引 0 0 0 0 0 0

取
引
店
取

券
渡先

証
等
価
数
有
指

0 0 0 0 0 0

頭
引
店
取

券

シ
証
ン

価
プ
有
オ

0 0 0 0 0 0

頸
引層翔

券

ッフ
証
ス価磐

有
指

0 0 0 0 0 0

14



Ⅳ.管 理の状況
1.内部管理の状況の概要

内部管理については、全社体制で取り組んでおりますが、特に経理部では顧客の管理、各種取引の管

理、各種関係書類の管理、有価証券・現金の出納、保管等を行っております。更に検査部においては、上記

の全般にわたつて法令、諸規則等に抵触する行為がないか等の観点から実施状況を点検すると共に、顧客と

のトラブルに関しては速やかに実態調査を実施し、適切な処理を行つております。

2.分別管理等の状況

(1)金融商品取引法第43条の2の規定に基づく分別管理の状況

① 顧客分別金信託の状況 (単位 :百万円)

② 有価証券の分別保管の状況

イ 保護預り等有価証券

ロ 受入保証金代用有価証券

ハ 管理の状況
非上場株式については、当社金庫の他、外部事務委託先である爛だいこう証券ビジネスに再預託しており

ます。

上場株式等については、l抑証券振替機構にて「振替決済」管理しております。

新株予約権付社債については、l抑証券振替機構にて「振替決済」管理しております。又国債については、

日証金信託銀行l抑を通じ「国債振替制度」にて管理しております。

受益証券については、爛だいこう証券ビジネスを通じ、「投資信託振替制度」にて管理しております。

外国証券については、取引先を通じ、各現地保管管理法人にて管理しております。

項 目 令和6年 3月 31日 現在の金額 令和5年 3月 31日 現在の金額

直近差替計算基準 日の顧客分別金必要額 281 187

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 信 託 額 337 295

185期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 必 要 額 308

有価証券の種類
令和6年 3月 31日 現在

国内証券 外国証券

令和5年 3月 31日 現在

国内証券 外国証券

株   券 株   数 15,772 千株 312 千株 13,151 千株

108百万円 200百万円

3 046 千株

債   券 額 面 金 額 200百万円

受益証券 口  数 2,898百万 口

106百万円

13,500   口 2,740百万口

0

13,500    口

そ の 他 1額 面金額
|

0 0 0

有価証券の種類
令和6年 3月 31日 現在 令和5年 3月 31日 現在

数 量 数 量

株   券

債   券 額 面金額

受益証券

303 千株 511 千株

0百 万円 0百 万円

0百 万口 0百 万口

そ の 他 額 面金額 0 0
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(2)金融商品取引法第43条の2の2の規定に基づく区分管理の状況

① 商品顧客区分管理信託の状況 (単位 :百万円)

② 有価証券等の区分管理の状況

イ 有価証券等の種類ごとの数量等

口 管理の状況
該当ありません。

(3)金融商品取引法第48条の3の規定に基づく区分管理の状況

① 第1項の規定に基づく区分管理の状況

(単位 :百万円、千株 等)

② 第2項の規定に基づく区分管理の状況

(単位 :百万円、千株 等)

管理の方法 当期末残高

0金

銭

有
価
証
券
等

項 目 令和6年 3月 31日 現在の金額

直近差替計算基準 日の商品顧客区分管理必要額 0

期 末 日現 在 の商 品顧 客 区分 管理信 託 額 0

期 末 日現 在 の商 品顧 客 区分 管理 必 要額 0

令和5年 3月 31日 現在の金額

0

0

0

有価証券等の種類 令和6年3月 31日 現在 令和5年 3月 31日 現在

株   券 株   数 0  千株 0  千株

債   券 額面金額 0 百万円 0 百万円

受益証券 口  数 0 百万口

0 百万円

0 百万 口

0 百万円倉荷証券 額面金額

そ の 他 額面金額 0 百万円 0 百万円

管理の方法 当期末残高 前期末残高 内  訳

金

銭

0 0

有
価
証
券
等
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V

<参考時価情報>

株券の参考時価情報

イ.保護預り等有価証券

口.受入保証金代用有価証券

連結子会社等の状況に関する事項

子会社。関係会社等連結子会社に該当するものはありません。

令和6年 3月 31日 現在 令和5年8月 31日 現在

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券

15,878百 万円 472百万円 13,413百万円 864百万円

令和6年3月 31日 現在 令和5年3月 31日 現在

金 額 金 額

569百万円 368百万円
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